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北秋田市告示第 119 号 

　北秋田市障害者地域生活支援事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

令和８年８月１日 

 

北秋田市長　　津　谷　永　光 

 

　　　北秋田市障害者地域生活支援事業実施要綱の一部を改正する告示 

北秋田市障害者地域生活支援事業実施要綱（平成18年北秋田市告示第23号）の一部を

次のように改正する。 

　別表１中 

 

を 

 

 情報・

意思疎

通支援

用具

携帯用会話補助装

置

身体障害者手帳の交

付を受けた者(児 )

で、音声言語機能障

害又は肢体不自由に

より音声言語の著し

い障害を有するもの

携帯式で言葉を音

声又は文章に変換

する機能を有し、

障害者(児)が容易

に使用し得るもの

98,800円 ５年

 非常用

電源装

置

・正弦波インバー

ター発電機 

・ポータブル蓄電

池 

・ＤＣ／ＡＣイン

バーター 

※給付は、原則と

して上記のうちい

ず れ か １ 種 に 限

る。

身体障害者手帳の交

付を受けた者（児）

又は難病患者であっ

て、在宅で人工呼吸

器、酸素濃縮器、吸

引器、輸液ポンプそ

の他電源を必要とす

る医療機器を日常的

に使用し、停電によ

り生命維持に重大な

障害者等が容易に

使用し得るもので

あって、非常時に

持ち運び又は設置

が容易であり、使

用する医療機器に

適合し、安全に電

力を供給できるも

の

150,000

円

６年

「

「

」
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に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 支障を生ずるおそれ

が あ る も の 。 た だ

し、医師意見書によ

り非常用電源装置が

必要と認められるも

のに限る。

 情報・

意思疎

通支援

用具

携帯用会話補助装

置

身体障害者手帳の交

付を受けた者 (児 )

で、音声言語機能障

害又は肢体不自由に

より音声言語の著し

い障害を有するもの

携帯式で言葉を音

声又は文章に変換

する機能を有し、

障害者(児)が容易

に使用し得るもの

98,800円 ５年

」



3 

様式第９号の次に次の１様式を加える。 

附　則 

　この告示は、令和８年８月１日から施行する。
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北秋田市障害者地域生活支援事業実施要綱の一部を改正する告示　新旧対照表  

 
改　　正　　案 現　　　　　行

 
第１条～第11条　省略  

 

別表１（第３条関係）  

（１）～（４）　省略  

 

（５）日常生活用具給付等事業  

１　省略  

２　用具の種目及び給付の対象者等  

　　給付の対象となる用具及びその対象者は、日常生活上の便宜を図

るため、下表「内容」欄に定める性能をもち、同表「対象者」欄に

掲げる障害者等又は難病患者等であって医師の意見等により同表

「分類」又は「種目」欄に定める用具が必要と認められる者とし、

同表の用具ごとに定める基準額（基準額より低い額のときは、その

額とする。以下同じ。）の範囲内において給付する。  

ただし、申請前に購入または着工した場合や介護保険法等他法の

適用により同様の種目の給付を受けられる者は、本事業の対象とし

ない。また、既に給付を受けている用具と同一の用具の再交付に係

る申請については、前回の給付日より下表の「耐用年数」欄に規定

する期間を経過していない場合は原則として給付対象外とし、修理

については用具の給付を受けた者の責任で行うものとする。  

第１条～第11条　省略  

 

別表１（第３条関係）  

（１）～（４）　省略  

 

（５）日常生活用具給付等事業  

１　省略  

２　用具の種目及び給付の対象者等  

　　給付の対象となる用具及びその対象者は、日常生活上の便宜を図

るため、下表「内容」欄に定める性能をもち、同表「対象者」欄に

掲 げ る 障 害 者 等 又 は 難 病 患 者 等 で あ っ て 医 師 の 意 見 等 に よ り 同 表

「分類」又は「種目」欄に定める用具が必要と認められる者とし、

同表の用具ごとに定める基準額（基準額より低い額のときは、その

額とする。以下同じ。）の範囲内において給付する。  

ただし、申請前に購入または着工した場合や介護保険法等他法の

適用により同様の種目の給付を受けられる者は、本事業の対象とし

ない。また、既に給付を受けている用具と同一の用具の再交付に係

る申請については、前回の給付日より下表の「耐用年数」欄に規定

する期間を経過していない場合は原則として給付対象外とし、修理

については用具の給付を受けた者の責任で行うものとする。  
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改 正 案 現 行

 

 

（６）～（12）　省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）～（12）　省略 

 

 非 常 用

電 源 装

置

・正弦波イ

ンバーター

発電機 

・ポータブ

ル蓄電池 

・ＤＣ／Ａ

Ｃインバー

ター 

※給付は、

原則として

上記のうち

いずれか１

種に限る。

身体障害者手帳

の交付を受けた

者（児）であっ

て、在宅で人工

呼吸器、酸素濃

縮器、吸引器、

輸液ポンプその

他電源を必要と

する医療機器を

日常的に使用

し、停電により

生命維持に重大

な支障を生ずる

おそれがあるも

の。ただし、医

師意見書により

非常用電源装置

が必要と認めら

れるものに限

る。

障害者等が容

易に使用し得

るものであっ

て、非常時に

持ち運び又は

設置が容易で

あり、使用す

る医療機器に

適合し、安全

に電力を供給

できるもの

150,00

0円

６

年

 情 報 ・

意 思 疎

通 支 援

用具

携帯用会話

補助装置

身体障害者手帳

の交付を受けた

者(児)で、音声

言語機能障害又

は肢体不自由に

より音声言語の

著しい障害を有

するもの

携帯式で言葉

を音声又は文

章に変換する

機能を有し、

障害者(児)が

容易に使用し

得るもの

98,800

円

５

年 

 情報・

意思疎

通支援

用具

携帯用会話

補助装置

身体障害者手帳

の交付を受けた

者(児)で、音声

言語機能障害又

は肢体不自由に

より音声言語の

著しい障害を有

するもの

携帯式で言葉

を音声又は文

章に変換する

機能を有し、

障害者(児)が

容易に使用し

得るもの

98,800

円

５

年 



6 

改 正 案 現 行

 
様式第１号～様式第９号　省略 

様式第10号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附　則 

この告示は、令和８年８月1日から施行する。

様式第１号～様式第９号　省略


